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会 議 録 

                        

１ 開催した会議の名称 

令和７年度佐賀県健康プラン推進審議会 

 

２ 開催日時 令和８年２月９日（月）１９：００～２０：４０ 

 

３ 開催場所 県庁新館４階 特別会議室 

 

４ 出席者 【委員（１７名）】 

高橋 宏和（佐賀大学医学部）、西田 裕一郎（佐賀大学医学部） 

横尾 美智代（西九州大学）、貝原 良太（佐賀県医師会） 

古賀 真 （佐賀県歯科医師会）、福島 あさ子（佐賀県薬剤師会） 

永尾 一惠（佐賀県看護協会）、松田 野利子（佐賀県栄養士会） 

中野 一久（全国健康保険協会佐賀支部） 

井上 洋（佐賀県国民健康保険団体連合会） 

田中 英樹（健康保険組合連合会佐賀連合会） 

山領 豊（佐賀県保険者協議会）、山下 雅子（佐賀県商工会連合会） 

迎 義則（佐賀労働局）、山岡 弘美（佐賀県 CSO 推進機構）、 

梶原 美紀（佐賀県 PTA 連合会）、堤 祐美（県民公募委員）  

〈順不同・敬称略〉 

 

【県関係課（１７名）】 

スポーツムーブメントチーム、くらしの安全安心課、 

健康福祉政策課がん撲滅対策室、健康福祉政策課疾病対策担当、医務課、

国民健康保険課、長寿社会課、男女参画・女性の活躍推進課、 

こども家庭課、産業人材課、農業経営課、 

保健福祉事務所（佐賀中部、鳥栖、唐津、杵藤） 

 

【事務局（６名）】 

健康福祉部 野田医療統括監 

健康福祉政策課 内田課長 他５名 

   

傍聴者数 ０名 

 

 

 

様式３ 
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５ 議題 

（１）第３次佐賀県健康プランの推進について 

（２）第３次佐賀県歯科保健計画の推進について 

（３）地域・職域連携の推進について 

①地域・職域連携推進の取組について 

②地域と職域の連携の実施について 

   ・佐賀県保険者協議会の取組 

   ・全国健康保険協会佐賀支部の取組 

   ・佐賀労働局の取組 

（４）各団体の取組状況について 

 

６ 会議録 

 

 議事 議事進行（会長）高橋委員 （発言 ○：委員 ●：事務局） 

   

（１）第３次佐賀県健康プランの推進について（資料１-１、１-２、１-３） 

 

【事務局説明】 

・第 3 次佐賀県健康プランの概要 

・評価に関するスケジュール及び県調査で把握する指標について 

・指標のベースライン値の確定 

・令和 7 年度の主な取組（健康福祉政策課及び関係各課） 

 

【質疑】 

○ ベジメータ（推定野菜摂取量測定機器）は県が購入保有をしている

のか。今後、企業への貸し出しや、摂取量が少ない若い人が参加す

るイベントにも活用していくのか。 

→● 県で購入している。機器の取扱いが繊細なため機器だけの貸し出

しはせず、保健福祉事務所と健康福祉政策課の職員が同行して測

定を支援している。今後は若い世代（例えば学校等）での活用も

しっかり進めていきたい。 

 

 

 



3 
 

（２）第３次佐賀県歯科保健計画の推進について（資料２） 

 

【事務局説明】 

・歯科保健計画の概要 

・評価に関するスケジュール 

・基本的な方針に基づく事業内容（今年度の取組） 

・その他歯科口腔保健の推進に関する事項 

 

【質疑】 

特になし 

 

（３）地域・職域連携の推進について 

①地域・職域連携推進の取組について（資料３-１） 

 

【事務局説明】 

・佐賀県健康プラン推進審議会における役割及び体制 

 ・佐賀県健康プランにおける関連指標 

 ・健康経営の推進について 

  （県民会議、健康経営ハンズオン支援、2 次医療圏単位の会議及び出前 

講座等） 

 

②地域と職域の連携の実施について（関係機関の取組状況） 

（資料３-２、３-３、３-４） 

・佐賀県保険者協議会 

  ・全国健康保険協会佐賀支部 

  ・佐賀労働局 

 

【質疑】 

○ 資料３-４について、一般定期健康診断の有所見率は、具体的にはどん

な項目で多かったのか。 

→○ 血中脂質、血圧、血糖が全国と同様に多い。全国平均の有所見率が

約 58%に対し、佐賀県は 62%と高い水準にある。 

 

○ 企業への健康経営支援事業の経営者向けのセミナーでの経営者の反応

について教えて欲しい。 

→● 第 1 回は 50 名以上が参加し盛況で、「非常に参考になった」との声

が多かった。一方で、紹介された事例が高度すぎると感じた参加者

もいた。 
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   ● 転倒による労働災害について、骨折などの具体的な負傷内容のデータ

が存在するか。 

   →○ 事業者が労働災害を報告する「労働者死傷病報告」に負傷の程度も

記載する義務があるため、全体的なデータは存在する。 

 

○ 鳥栖市のモデル事業を全市町に広げるためにどうしたらよいかお伺い

したい。 

→○ 横展開には、予算確保、担当者の意識が重要である。また、費用請

求事務が発生するため担当事務員を配置するとよいと考える。 

 

（４）各団体の取組状況について（資料４） 

  ・佐賀県 CSO 推進機構（みやき町における健康づくり支援事業）等 

 

  【質疑】 

特になし。    

                           以上。 


